千葉市職員互助会補助金交付要綱
　（趣旨）
第１条　市長は、職員の福利厚生を図るため千葉市職員互助会（以下「互助会」という。）が行う事業に要する経費について、予算の範囲内において千葉市補助金等交付規則（昭和６０年千葉市規則第８号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、互助会に対し補助金を交付する。
　（補助事業）
第２条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、互助会が会員のために実施する福利厚生に関する事業のうち、市長が別に定めるものとする。
　（補助対象経費及び補助額）
第３条　補助金の交付の対象となる経費は、補助事業に要する人件費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費その他の事務費（以下「補助事業に係る事務費」という。）及び事務費以外の経費とする。
２　補助事業に係る事務費に対する補助額の算定は、次項で得た金額を補助事業に要する事務費以外の経費で除し、補助事業に係る事務費を乗じて得た額(当該額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。

３　補助事業に要する事務費以外の経費に対する補助額の算定は、同事業につきそれを利用する会員から負担金として徴収する費用を除いた額に２分の１を乗じて得た金額(当該額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。
　（交付の申請）
第４条　規則第３条の規定により補助金の交付を申請しようとするときは、千葉市職員互助会事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添付して、市長に提出しなければならない。
　（交付の条件）
第５条　規則第５条の規定により附する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。
　(1) 補助事業の内容、経費の配分又は遂行計画の変更（市長が認める軽微な変更を除く。）をする場合には、あらかじめ市長の承認を受けること。
　(2) 補助事業を中止、又は廃止する場合においては、あらかじめ市長の承認を受けること。
　(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに市長に報告して、その指示を受けること。
　(4) その他市長が必要と認める事項。

　（交付決定通知）
第６条　規則第６条の規定による通知は、千葉市職員互助会事業補助金交付決定通知書（様式第２号）によるものとする。

　（変更等の承認申請書）
第７号　規則第５条第１号又は第２号の規定により承認を受けようとするときは、千葉市職員互助会事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。
　（実績報告）
第８条　規則第１２条の規定により報告しようとするときは、当該会計年度終了後速やかに千葉市職員互助会事業実績報告書（様式第４号）に必要な書類を添付して、市長に報告しなければならない。

　（額の確定通知）
第９条　規則第１３条の規定による通知は、千葉市職員互助会事業補助金額確定通知書（様式第５号）によるものとする。
　（交付の請求）
第１０条　規則第１６条第１項の規定による補助金の交付の請求をしようとするときは、千葉市職員互助会事業補助金交付請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
２　規則第１６条第２項において準用する同条第１項の規定により補助金の交付の請求をしようとするときは、千葉市職員互助会事業補助金一括（分割）事前交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。
　（決定の取消通知）
第１１条　規則第１７条第３項において、準用する第６条の規定による通知は、千葉市職員互助会事業補助金交付決定取消通知書（様式第８号）によるものとする。
　（返還命令）
第１２条　規則第１８条第１項又は第２項の規定による返還命令は、千葉市職員互助会事業補助金返還命令書（様式第９号）によるものとする。
　　　附　則
　この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

　　　附　則
　この要綱は、平成１９年６月１日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。

　　　附　則
　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

